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「（仮称）太陽光発電施設の適正な設置・運営に関する条例（骨子案）」 

に関するパブリックコメントについて 

 

１ パブリックコメントの実施状況 

  意見の募集期間   令和６年１２月２３日（月）～令和７年１月２０日（月） 

 

  意見の応募者数    ７名 

意見数   １４件 

 

  提出方法の内訳 

 郵送 ファクシミリ Ｅメール 持参 計 

人数 ０ １ ６ ０ ７ 

 

２ 意見の処理状況 

区分 処理区分 件数 

Ａ 意見の趣旨等を反映し，条例に盛り込むもの ０件

Ｂ 意見の趣旨等は，条例に盛り込み済みと考えるもの ７件

Ｃ 条例の参考とするもの １件

Ｄ 条例に盛り込まないもの ３件

Ｅ その他，要望・意見等 ３件

計 １４件

 

№ 区分 意見の概要 意見に対する市の考え方 

１ Ｅ 太陽光発電施設の建設自体を

止めてもらいたい。熊本県阿蘇山

をはじめとして，全国ですでに悲

惨な状況になっている。あの惨状

のどこが環境保護なのか？ 

全く道理が通らないので，太陽

光発電は促進しないでもらいた

い。 

 

太陽光発電施設は，国において

気候変動対策の一環として積極

的な設置が推進されており，本市

においても「宇都宮市地球温暖化

対策実行計画」に基づき，２０５

０年カーボンニュートラルの実

現に向け，太陽光発電をはじめと

する再生可能エネルギーの最大

限導入を目指しているところで

あります。 

近年，太陽光発電施設の導入拡

大に伴い，施設設置による土砂災

害や景観への影響，自然環境の悪

化などの問題が全国的に生じて

いることから，本市としては，導

入促進にあたり地域と調和を図

ることが大変重要であると認識

２ Ｅ 県内では，山などが太陽光パネ

ルで埋まっていたり，丸裸になっ

ているのをたまに見かける。 

パネルの耐用年数も２０，３０

年程で処分にもコストがかかる

と聞いたことがある。 

栃木県は今のところ比較的被
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害が少ないが，森林等の自然が災

害から守ってくれる側面もあり，

農業をやっているところも多い

ので，自然のバランスが崩れかね

ない太陽光発電施設は推進して

ほしくない。 

しております。 

そのようなことから，本条例に

より，特に保全が必要な区域は許

可制としその他の区域は届出制

とすることで，災害の防止や，自

然環境・景観，生活環境等と調和

した適正な太陽光発電事業を推

進するものであります。 

３ Ｄ 太陽光発電施設の適切な設置

の推進にあたり，本条例のように

許可制に移行することは他自治

体でもあることだが，本条例は制

限される範囲が大きすぎる（再エ

ネ普及促進に反する）と感じる。

「合計出力１０ｋＷ以上の太

陽光発電施設を対象とする」「地

域森林計画対象民有林・市街化調

整区域等を保全区域とする」につ

いて，地域森林計画対象民有林・

市街化調整区域は対象範囲が広

すぎる。太陽光発電設備をすべて

許可制にしたいと考えていると

しか思えない。脱炭素の取り組み

に逆行していないだろうか。事業

用の太陽光を実質すべて許可制

にすることは，再エネ普及促進の

理解がある都市の条例とは思え

ない。 

実際に本条例がそのまま施行

されると，宇都宮市において，事

業用太陽光１０～５０ｋｗの案

件は事業性がなくなる業者が多

数となり，宇都宮市の土地所有者

の資産管理面において悪影響が

出るものと懸念している。 

そもそも太陽光発電は栃木県

では３０以上の法規制が関わっ

ており，無制限に乱立されている

状況ではないと考えており，むし

ろ，既設設備が各種法令を遵守し

て設置されたものか，そうでない

施設に対する行政指導の方が太

陽光発電事業に対して現在必要

太陽光発電施設は，国において

気候変動対策の一環として積極

的な設置が推進されており，本市

においても「宇都宮市地球温暖化

対策実行計画」に基づき，２０５

０年カーボンニュートラルの実

現に向け，太陽光発電をはじめと

する再生可能エネルギーの最大

限導入を目指しているところで

あります。 

近年，太陽光発電施設の導入拡

大に伴い，施設設置による土砂災

害や景観への影響，自然環境の悪

化などの問題が全国的に生じて

いることから，本市としては，導

入促進にあたり地域と調和を図

ることが大変重要であると認識

しております。 

 本条例では，本市の特性に合わ

せた指導等の対象や基準を設定

するとともに，不適正な発電事業

にも対応できるよう，広く１０ｋ

Ｗ以上の小規模施設から対象と

し，更に，「地域森林計画対象民

有林」「市街化調整区域」など，

周辺環境へ特に配慮が必要な区

域を「保全区域」として指定し，

区域内で行う事業については，適

正な設置に向けた指導等を効果

的に行うため，許可制とすること

としております。 

 なお，既存施設への対応につき

ましては，「栃木県太陽光発電施

設の設置・運営等に関する指導指

針」に基づき，引き続き，事業者
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な措置ではないかと考える。 

条例（骨子案）の修正について

ご検討いただきたい。      

への指導・助言を行ってまいりま

す。 

４ Ｂ 本条例は事業者の範囲が明確

に設定されていないため，個人が

趣味の範囲等で太陽光発電を設

置し周辺住民に迷惑を掛けたり，

個人の知識範囲で，誰のチェック

も受けず勝手な工事が行われる。

本条例では，個人の住宅内に設

置された場合，条例の目的である

「（中略）防災，自然環境，景観

等の保全及び市民の安全・安心な

生活環境を確保し，地域と調和し

た太陽光発電事業の推進を図る」

を達成できません。 

本条例では，事業主体が個人か

事業者かを問わず，建築物に設置

する場合を除き，１０ｋＷ以上の

太陽光発電施設を対象としてお

ります。 

今後は，本条例に基づく適正な

太陽光発電施設の設置が行われ

るよう個人事業者も含め広く事

業周知に努めてまいります。 

５ Ｂ 「4 事業者の責務」において，

「事業者は，地域住民に対する情

報提供，維持管理等に係る事業体

制の構築，撤去の適正な実施その

他の規則で定める必要な措置を

講ずるよう努めるとともに，地域

住民との良好な関係を構築する

よう努めなければなりません。」

「事業者が講ずるよう努める措

置は～」等との記載が見られる

が，ここは努めるのではなく，マ

ストとなるような記載に見直し

てほしい。 

記載されている措置の例は，い

ずれも当たり前の話だと思われ，

事業者にとって過剰な負担とな

ることは想定されない。 

 

「4 事業者の責務」において

事業者の努力義務としている「地

域住民に対する情報提供」，「維持

管理等に係る事業体制の構築」，

「撤去の適正な実施」について

は，「10 説明会等の実施」，「21

維持管理等」，「23 事業廃止後の

適正処分等」において，それぞれ

の取組を事業者の義務として規

定しているところであります。 

なお，事業者の責務について

は，整合性をとり以下のとおり修

正します。 

 

【修正案】 

「4 事業者の責務」 

・ 事業者は，地域住民等に対す

る情報提供，維持管理等に係る実

施体制の構築，適正な撤去を行わ

なければなりません。 

・ 事業者は，規則で定める必要

な措置を講ずるよう努めるとと

もに，地域住民等との良好な関係

を構築するよう努めなければな

りません。 
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６ Ｂ 事業者が倒産するなどした場

合，誰が原状回復の責任を負うの

か。 

 

本条例では，事業者の責務のほ

か，土地所有者の責務も規定して

おり，土地所有者による適正な管

理等を求めていく考えでありま

す。 

７ Ｄ 「10 説明会等の実施」におい

て，「（中略）ただし，説明会等を

開催することが困難であると市

長が特に認めるときは，この限り

ではありません。」とあるが，説

明会等を開催することが困難で

あるというのは，具体的にどのよ

うな場合を想定しているのか。想

定されないのであれば，このただ

し書きは削除した方がよい。 

「説明会等を開催することが

困難であると市長が特に認める

とき」とは，太陽光発電施設が工

場敷地内等に設置され，対象地域

に居住者がいないなど，周辺地域

に影響を与えるおそれがない場

合等を想定しております。 

なお，地域住民等への発電事業

の説明は，地域住民等との良好な

関係を構築する上で重要なもの

と認識しておりますので，原則と

して説明会等の実施を求めてま

いります。 

８ Ｄ 「10 説明会等の実施」につい

て，住民からの申出による，住民

-事業者間の協議結果は市長が公

表する旨，記載してほしい。 

太陽光発電施設の設置にあた

っては，地域住民等との良好な関

係構築が重要であると認識して

おりますことから，事業者から地

域住民等に十分な説明や協議が

適切に実施されるよう，必要な手

続きを規定し，実施状況を確認，

指導等してまいります。協議結果

等については，必要に応じて，関

係者に対して，情報提供してまい

ります。 

９ Ｂ 「11 設置事業の許可」につい

て，許可を受ける必要があるのは

「保全区域」に限られるのか。 

保全区域でなくとも，場所ごと

に講ずべき措置があるのではな

いか。 

保全区域に限らずとも，必要に

応じて許可の基準で示すような

対策を講じる旨，どこかに記載し

た方がよいのではないか。 

許可が必要なものは，保全区域

内に設置する太陽光発電施設及

び，農用地区域，甲種農地，第１

種農地に設置する営農型太陽光

発電施設としています。 

保全区域外に設置する場合で

あっても，保全区域の内外を問わ

ず事業者の責務において遵守事

項を規定するほか，住民説明会等
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の実施や適正な維持管理，廃棄等

については，事業者の義務として

規定しており，これらの規定に基

づいて，適正な発電施設の設置・

運営を推進してまいります。 

１０ Ｃ 「12 許可の基準等」につい

て，温度対策も講じていることも

必要ではないか。太陽光パネルの

表面温度が 70～80℃に達すると

のことで，周囲の温度が上がって

しまうような懸念があるのであ

れば，太陽光パネルの表面温度が

上がり過ぎないような材質のパ

ネルを用いるなどの対策はして

ほしい。 

太陽光パネルの温度対策につ

いては，太陽光パネルの表面温度

上昇を抑える材質など効果的な

対策に関する情報が少ない状況

にあることから，いただいたご意

見については，今後の参考とさせ

ていただきます。 

１１ Ｅ 「12 許可の基準等」における

営農型太陽光発電事業の許可に

ついて，「（中略）ただし，営農に

支障があると市長が特に認める

ときは，一部の基準を適用しない

ことができるものとします。」と

あるが，これはなぜか。 

営農型太陽光発電事業につい

ては，農地の一時転用許可を受け

て，営農の継続を条件に実施して

いることや，国の「事業計画策定

ガイドライン」において，柵塀等

の設置により営農上支障が生じ

る場合，柵塀等の設置を省略する

ことができる旨規定されている

ことを踏まえ，一部の許可基準

は，営農に支障がある場合，適用

しないことができると規定して

おります。 

１２ Ｂ 土地所有者が事業区域を適正

に管理するためには，ある程度の

資金が必要ではないかと思料し

ます。このため，市税の滞納がな

いことなどの要件を確認される

ことを希望する。 

また，必要に応じて，事業区域

の管理計画や資金計画を提出い

ただき，土地所有者としての責務

を果たしていただける体制の確

認も行われるべきと考える。これ

により，事業の円滑な進行と地域

 太陽光発電事業を円滑に実施

するためには，一定の資力が必要

であると認識しておりますので，

「12 許可の基準等」におきまし

て，設置事業計画を実施するため

に必要な資力及び信用について，

確認を行うこととしております。

 また，発電施設の維持管理等に

つきましては，事業者は施行規則

で定める基準に従い，維持管理等

計画を作成，提出し，市が維持管

理体制等の確認を行うこととし

ております。 

なお，発電施設の適正な維持管
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全体の信頼性の向上が図られる

ものと期待する。 

理等につきましては，事業者の責

務，土地所有者の責務として規定

しております。 

１３ Ｂ 全国的に太陽光発電所対象の

金属盗事件が多発し，本県におい

ても令和６年１２月末現在で１，

８０６件（前年同期比＋３４２

件）と増加している。それに伴い

損害保険の支払金額が増加して

おり，新規加入や防犯対策を取ら

ない事業者との契約を結ばない

状態であり，今後窃盗被害にあっ

た事業者が発電施設を放棄する

事態も十分予想される。 

そこで，条例の中で，事業者の

防犯対策を推進するような項目

を検討してほしい。 

修正案 

「４ 事業者の責務」３行目 

事業者は，地域住民に対する情

報提供，維持管理等に係る実施体

制の構築，犯罪の防止に配慮した

構造，設備などを有する等，撤去

の適正な実施その他の規則で定

める（以下略） 

 防犯対策の推進については，施

行規則において，維持管理等の基

準として「第三者が容易に立ち入

ることができないよう柵又は塀

を設置すること」や，事業者が講

ずるよう努める措置において，

「防犯対策の観点から，第三者の

侵入等を確認するための措置を

講ずること」を規定する予定で

す。 

１４ Ｂ 太陽光発電システムから発生

する不要電波によって，無線通信

が妨害される事例が全国で報告

されている。防災行政無線や関連

施設の周辺に太陽光発電施設を

設置する際には，不要電波の発生

を防止するための対策が講じら

れているかどうかについて，事前

に確認してください。申請様式等

において，この確認のために必要

な内容を記載できる書式の整備

についてご検討いただきたい。 

また，不要電波による無線通信

の妨害防止を徹底するよう，事業

者に通知し，注意喚起を行ってく

ださい。 

太陽光発電システムから発生

する不要電波による無線通信妨

害については，事業者の責務のう

ち事業者が講ずるよう努める措

置として，施行規則において「太

陽光発電施設から発する電磁波

等が地域住民等及び周辺地域の

環境に影響を与えないよう，適正

な措置を講ずること。」を規定す

る予定であり，この規定により注

意喚起と誠実な対応を求めてま

いります。 
また説明会等の実施に際して

は，施行規則で，太陽光発電事業

が周辺地域の安全や生活環境等

に対して及ぼし得る影響やその
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住民説明の際には，太陽光発電

施設の設置後に無線通信の妨害

が検知された場合の通報窓口の

明示と，誠実な対応を行うことを

確約させるよう指導をお願いし

たい。 
さらに，不要電波による無線通

信の妨害防止対策を「事業者の責

務」として規定していただくよう

お願いしたい。 

予防措置等について説明するよ

う規定する予定でありますので，

必要に応じて，不要電波発生防止

の対策を含め適切な説明を行う

よう指導してまいります。 
 

 


